
-平成28年度事務事業実績評価表 政策№ 4 施策№ 41 事業№ 47 11

事務事業名 公民館等耐震化整備事業
会計 一般会計 実施区分 継続

事業種別 政策 開始 23 終了 30
H29作成課等名 生涯学習・スポーツ課 H29係等名 地育力向上係 H28担当課等名 生涯学習・スポーツ課

基本計画上
の位置づけ

政策 4 暮らしと生命を守る安全安心で快適なまちづくり

施策 41 災害対策の推進

目
的

対象（誰・何を）
昭和56年の建築基準法施行令改正前に建築された地区
公民館及び自治振興センターで、耐震診断の結果等か
ら耐震基準を満たさないと判断した施設 対

象
指
標

指標名及び単位 28年度数値

耐震基準を満たさない公民館等の
施設数

1

意図（どういう状態
にするか）

災害時の地区拠点施設・応急避難施設として安全性を
確保する
安全に利用できる地区公民館とすることによって地域活

向上させたい上位施
策の成果指標

小中学校・地区拠点の耐震化率

目
標

種別 指標名及び単位 27年度計画 27年度実績 28年度計画 28年度実績 備考（指標変更など）

成果
指標

改築・耐震補強（施設改修）実施済の施設数 0 0 0 0

定性
目標

事
業
概
要

昭和56年の建築基準法施行令改正前に建築された公民館・自治振興センターのうち、耐震診断結果で強度不足（IS値0.6未満）と判定
された施設及び建築年度から耐震基準を満たさないと判断した施設の耐震化整備を行う。
耐震診断結果や地元との協定等に基づき耐震改修及び改築を行い、耐震性を高め安全に利用できる施設とすることにより、地域の実
情に合わせた多様な学習活動や地域活動の場を提供できるようにする。
＜耐震化整備が必要な施設＞
丸山公民館、下久堅公民館・自治振興センター、上久堅公民館・自治振興センター、千代公民館・自治振興センター、上郷公民館・自
治振興センター、上村公民館・自治振興センター（丸山、下久堅、上久堅、千代の公民館・自治振興センターについては平成26年度に
整備済み）
対象施設の耐震化整備については、ムトスまちづくり推進課、生涯学習・スポーツ課が分担し、建設部等と連携して推進する。（上村公
民館・自治振興センターの耐震化整備については、ムトスまちづくり推進課担当）

事業内容 名称 活動指標

28
年
度
事
業
内
容

１　上郷公民館の新築実施設計
２　上郷自治振興センター仮事務所の実施設計
３　土地収用法に基づく事業認定の申請
４　用地の測量調査
５　取得予定用地の物件調査
６　取得予定用地の不動産鑑定評価
７　市道上郷21号線改良工事（上郷自治振興センター前）Ｌ＝64.1m、Ａ
=147㎡
８　事業説明会の開催
９　用地取得に向けた地権者との打ち合わせ
10　上郷公民館建設に向けた地域との協議

１　実施設計数
２　仮事務所実施設計数
３　申請数
４　調査用地の筆数
５　調査物件の棟数
６　調査用地の件数
７　工事カ所数
８　説明会の回数
９　打ち合わせ回数
10　地域との協議回数

１　１件
２　１件
３　１件
４　12筆
５　３棟
６　10件
７　１カ所
８　２回
９　20回
10　９回

事業コスト 27年度決算額 28年度予算額 28年度決算額 29年度繰越額 特定財源内訳、補足

事業費計（千円）① 2,754 52,659 42,258 0 （地）合併特例（充当率95％）
（そ）庁舎建設基金繰入金国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

起債 1,200 42,800 35,200

その他 96 9,259 7,058

一般財源 1,458 600 0

人件費計（千円）② 1,073 715 1,073 0

正規職員所要時間 300 200 300

臨時職員所要時間 0 0 0

総事業費①+② 3,827 53,374 43,331 0

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

公民館の建設に向けての実施設計及び必要な調査を行うことができた。

改革改善
の考え方

①問題
点

上郷公民館・自治振興センターの用地の買収

②改革
提案

地権者との交渉を進める。


